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 第 1 節 まとめ 














結果からも、先進国を中心にサービス経済化の発展の推移が見て取れる。   
例えば、実質 GDPに占めるサービス産業の付加価値割合や雇用者に占めるサービス産業の割
合である。経済先進国である日本、米国や EUでは、実質 GDPに占めるサービス産業の付加価


















































                                                 















年 7月 18日）。 
また、米国求人サイトのグラスドア・ドットコム（Glassdoor.com）が実施した調査でも、最











表的な先行研究をたどれば Herzberg et al. (1959)の二要因理論（Two-Factor theory）をあげること
ができる。ハーズバーグらは職務満足に関する内的要因（motivators）として、達成、承認、責
任、昇進、仕事そのものをあげ、外的要因（hygiene factors）として、給与、会社の政策・管理、
                                                 
2
 Berry et al.（1976）, p. 25. 
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ィングの研究が進むにつれ、多くの研究者がその重要性を指摘している（Czepiel et al.（1985）, 
Bitner et al.（1990）, Bitner et al.（1994）, Chandon et al.（1997）,山本（1999）など）。  
また、D. Bell（1973）はポスト工業化社会の到来の中でサービス・セクターの成長は、『出会
い』と『コミュニケーション』がもたらす反応の相互作用が中心的な労働となったことを指摘














                                                 
4 Vargo and Lusch（2004）, pp.1-17. 
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第 1節 人的サービスの概念と定義 
サービスの特性については、「①無体性( Intangibility )、②多様性( Heterogeneity )、③生産と消
費の同時性( Simultaneous production and consumption )、④消滅性( Perishability ) 、⑤共同生産性
(Involvement of customers in the production process)
1」が指摘されてきた（Parasuraman A., Zeithaml 






















                                                 
1
 Parasuraman A., Zeithaml Valarie A. and Berry Leonard L. (1985), pp.41-59. / Lovelock, C. H.（1996）, 
pp.1-4. 
2
 Lovelockと Jochen Wirtz（2008）, pp.17-24. 
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サービス・マーケティングではこのような利便性の高いサービスを SST（Self Service 
Technologies）として研究が進んでいる（例えば、Marler J. H. et al. （2009）, Robertson N. et al. 












場合や使用方法が顧客の能力を超える場合が指摘されている(Wilson A., Zeithaml Valarie A.,  
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 Oliver（1993a）, pp. 65-85. 
7
 Taylor and Cronin（1994）, pp.52-69. 
8
 山本（1999）, p.98. 
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 Foa et al.（1993）, p.13-28. 
11







第 2節 人的サービスの組織と類型 











（place and time）、③価格とその他のコスト（price and other user outlays）、④プロモーションと











                                                 
12
 Elliott（1994）, pp.56-61. 
13
 Lovelockら（2008）, pp.24-29. 
14
 恩蔵（2005）, pp.10-15. 
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 Bauer（1960）, p.398. 
16
 Cunnigham（1967）, pp.82-108. 
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 Edwards, A. L.（1953）, pp. 90-93. 
19
 Kotler（2000）, p.22. 
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 Hasenfeld （1983）, pp.82-83. 
22
 Hasenfeld （1983）, p.150. 
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サービス企業の情報戦略は POS（point of sale）的ではなく、LOS（line of sale）的に構築して
サービス品質と生産性の向上が共存できると考えることができる。 
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25 Srinivas Durvasulaら（2011）, pp.33–46. 
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第 2章 人的サービスの先行研究と評価の課題 
第 1節 人的サービスの先行研究 
サービス提供の場における相互作用のダイナミックスや人的サービスに対する評価について
は、社会心理学の対人関係（interpersonal relations）に関する理論が説明力を持っている。  
対人関係とは、人と人との持続する相互作用のある関係であり、Wish et al.（1976）によれば、
「協同・友好－競争・敵対、対等－格差、緊密－表面的、社会情緒的・非公式－課題志向的・






















                                                 
1
 Wish et al.（1976）, pp.409-420. 
2
 Knapp M. L. et al.（1984）, pp.12-13. 
3




理論（Cognitive Consistency Theory, Hidder（1944;1946;1958））あるいは認知的不協和理論







度を説明している。サービスの場におけるダイナミックスを Newcomb の A-B-X モデルで捉え









図 2-1-1 Newcomb A-B-Xシステム 
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           c                d   
 
 
   A               a                B 
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4
 Newcomb（1953）, pp.393-404. 
a: Aが Bに感じる魅力 
b: Bが Aに感じる魅力 
c: Aの Xに対する態度 


















のような研究がある。例えば、認知的不協和と満足の関連性（Sweeney et al. 1996）や認知的不
協和とサービス品質知覚が及ぼす再購買行動（Donovan and Samler（1994）, Heskett et al.（1997）, 
Heskett et al.（2003）など）である。 











                                                 
5
 Festinger, L.（1957）, pp.18-24. 
6
 Oliver（2010）, p.283. 
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顧客のサービス品質評価に関して、Hovland, C. L. & Rosenberg, M. J.（1960）の態度の 3成分









                                                 
8
 山本（1999）, p.74. 








大な数に上る。その中でも代表的な研究は、金融機関のサービスを扱った Valarie A. Zeithaml, A. 
Parasuraman and Leonard L. Berry（1990; 199110）の「GAPモデル11」である。この研究では、サ
ービス品質評価の GAPを 5つの段階で論じている（図 2-1-2）。 
GAP1は顧客自身が期待するサービス（Customer Expectations）とサービス企業の管理者が考

















 GAP5 はサービス提供組織の GAP1 から GAP4 における認識の欠如によって、顧客の期待す
るサービスと現実に知覚されたサービスとの差として収束されるとしている。そしてこれらの
                                                 
9
 山本（1999）, pp.75-76. 
10 Valarie A. Zeithaml, A. Parasuraman and Leonard L. Berryを Z.P.B.と記す 
11




図 2-1-2 Conceptual Model of Service Quality（Exhibited by Z. P. B.） 
 
  
人的サービスのエンカウンターでは、Conceptual Model of Service Quality（Exhibited by Z. P. B.）
で示されていない顧客によって知覚されたサービスとサービス・デリバリーとの相互作用の反
応系列で即事的な知覚ギャップが発生することが考えられる（図 2-1-3）。 
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研究においても、その特性から共同生産性(Involvement of customers in the production process)が指





















                                                 
13
 Ritzer, (1999）, p.211. 
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の有無を予測することが出来るとしている（Homans, G. C.（1961;1974）, Blau, P. M.（1964）, Kelly, 

























































を実施した。調査期日は 2004年 1月であり、被験者はホテル全従業員で回答者総数は 204件で
あった。その中から有効回答数 194件を得て分析をおこなった。なお、調査方法は無記名式質
問紙調査で評定方法はリカートの 5段階、全くそのとおりである（5）～ 全くちがう（1）を使
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1. 性別  男性（  ）女性（  ） 
2. 年齢 （   ）歳 
3. 当社の勤続年数（   ）年 
4. 雇用形態 正社員（  ）契約社員（  ）パート・アルバイト（  ） 
5. ホテルスタッフとしての経験年数（   ）年 
6. 職位  管理職（  ） 一般職（  ） その他（  ） 
結果と考察 






















































2-2-5）、Section2では 8つの因子（表 2-2-6）が抽出された。 







表 2-2-6 Sction2の因子分析の結果 
 


































































論に Deci, E. L.ら（1975）の認知的評価理論（cognitive evaluation theory）がある。認知的評価
理論の考え方では、感情の生起における認知的評価の次元を検討する Scherer（1984）の「コン
ポーネント・プロセスモデル2」と主要な感情がどの様な認知的評価次元と連合しているかを検
                                                 
1
 Hastorf Albert H., Schneider David J. and Polefka Judith（1970）, pp.3-4. 
2
 Scherer（1984）, pp.293-317. 
43 
 
















は 95パーセントの被験者が若い女性を知覚したというものである。実学的には Jan Carlzon（1
987）がMoment of Truthで、「出会いの 15秒でそのサービスは評価される5」と主張している。 









                                                 
3
 Roseman et al.（1996）, pp.241-277. 
4
 R. Leeper（1935）, pp.3-40. 
5
 Jan Carlzon（1987）, pp.5-6. 
6






て、5 つの学生グループ（1 グループ 10 名）に KJ 法で自由に想起させて項目を作成した。そ
の後、重複項目を整理して 50の項目を作成した。これらの 50項目に対して不快感情を惹起す
る強度を 5段階（1～5）で尋ねた。この調査は学生グループの家族や知人に対して質問紙を使
























因子名を命名した。fac1: 不信、fac2: プライバシーの侵害、fac3: 自尊感情否定、fac4: 執拗さ、
fac5: 押付け。なお各因子の負荷量平方和の状態と因子のパターン行列を次に示す（表 3-1-4, 
 



















の交互作用効果はなかった。詳細は表 3-1-6および図 3-1-1, 図 3-1-2, 図 3-1-3に示す。 











図 3-1-1 プライバシーの因子の平均値 







性において、プライバシーの侵害の因子（F値 6.083, P値 .016）に対する性差による知覚評価
の主効果があり、女性はプライバシーが侵害されることに不快感を知覚することが示された。
その中でも特に若年層の女性は敏感である。 
また、世代差ではプライバシーの侵害の因子（F 値 3.861, P 値 .025）と押しつけの因子（F











図 3-1-3 執拗さの因子の平均値 
51 
 







































図 3-1-4  不快感情の構造のパス図（非標準化係数） 
 
分析の要約 モデル適合度 
カイ 2乗 : 96.874 CMIN 96.874 
自由度：48 PRATIO .615 
p値< .001 RMSEA .073 




図 3-1-5 不快感情の構造のパス図（標準化係数） 
 
分析の要約 モデル適合度 
カイ 2乗 : 96.874 CMIN 96.874 
自由度：48 PRATIO .615 
p値< .001 RMSEA .073 































はWTP（willing to pay）につながる要因であると推測することが出来る。 
例えば製品の品番で機能をすでに知り尽くした顧客が商品を購入する際、情緒的コミュニケ
                                                 
7




























Strengths、弱み Weaknesses、機会 Opportunities、脅威 Threats）分析9」はコンサルティング（c
onsulting）やソルーション（solution）の手法としてよく知られている。サービスは人々の課題
に対して解決策を提供する行為と考えれば、コンサルタントが自身の専門性の強みを、売り込
                                                 
8
 平久保（2013）, p.45. 
9
































































                                                 























ることも多いと指摘している（Homans, G. C.（1961）, Blau, P. M.（1964）, Kelly, Harold. H.






第 2節 対人知覚評価バイアス 
 知覚過程における錯誤（bias）は認知過程における錯誤と同様に心理学の分野で研究されて
                                                 




他の情報を取込み事実ではない帰結をおこなうとされている（Evans, J.S.B.（1972a）, Evans, J.


























                                                 
12
 Evans（1984）, pp.451-468. 
13


















いと考えている。French, J. R. P., & Raven, B.（1959）はこのような影響力を、「社会的勢力（s












                                                 
14
 池田（1978）, p.11. 
15
 French, J. R. P., & Raven, B.（1959）, pp.150-167. 
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 池田（1978）, p.23. 
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19
 Carstensen et al.（2000）, pp. 644-655. 
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                （低）  
                 
機能価値的サービス 
（金融・輸送・理美容など） 





































第 4章 調査研究Ⅰ. 品質価値的サービス・セクターにおける顧客の参入と撤退の様相 
第 1節 高等教育機関を取り巻く環境 
 文部科学省の 2011年度学校基本調査によれば、日本における高等教育機関への進学率は、大
学・短期大学を合わせて 53.9 パーセントであった。この数値は 2003 年度以降初めて前年度の
数値から 0.4パーセント減少した。ここ 10年の平均進学率は 49.7パーセントである。 
一方、高校卒業生の数は 1992 年の約 181 万人をピークに減少し続け、2011 年には約 106 万
人となった。実に 75万人の減少である。この間、高等教育機関の数は増加し続け現在、大学は


















例えば、『大学の約束 2012 年選ばれる大学（リクルート 2011）』、『就職に強い大学（読売新
聞社 2011）』、『大学と就職・出世・結婚・お金（プレジデント社 2011）』、『大学の実力 2012（読
売新聞社 2011）』、『大学ランキング 2012年度（朝日新聞社 2011）』である。 
この種の情報誌で扱われていることは真実であれ虚像であれ情報は独り歩きし、大学の印象
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2
 沖（2009）,  pp.101-102. 
3
 内田（2008）, 全国大学メンタルヘルス研究会報告書, 28, p.15. 
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ある学生に焦点をあててヒューマン・サービス組織（Human Service Organization , Hasenfeld
（1983）, 田尾（1995））の経営として考えるべきである。 

















                                                 
4
 Schertzerら（2004）, pp. 79-91. 
5 Elliotと Shin（2002）, pp. 197-209. 
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7 田尾（1995）, p.147. 
8 マイケル・リプスキー（1986）, p.17. 
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図 4-1-1 Perceptual Model of Human Service 
      Equity Model of Human Service                   Bias Model of Human Service 
 








      P                                       P 
   C: Client 
   P: Provider 
 注）Conceptual Model of Service Quality（Zeithaml, Parasuraman and Berry, 1990）を参考にして作図 
図 4-1-1の Equity Model of Human Serviceでは、サービスにおける相互の衡平的な知覚を前提
として態度形成がなされ行動に至る。この際、それぞれの知覚ギャップの方向と大きさにより、
状況の維持（retention）か状況からの撤退（withdrawal）が決定される。 







調査した授業数は 1096 件、調査対象者は講師 560、学生 560 件であった。評価尺度は 1～4
（不満足～満足）で、『どちらでもない』という回答は求めなかった。本章では目的変数の『期
待と満足』について知覚バイアスが発生していたことを示す（表 4-1-1と図 4-1-2）。 
 
Expected Outcomes 




Attitude and Behavior 
Expected Outcomes 
Attitude and Behavior 
Perceived Outcomes 
Perceived Outcomes 





















































                                                 
10
 山本（1999）, p.143. 
11
 Clewes（2003）, pp. 69-85. 
75 
 
Clewes は評価項目の推移について、Mazelan et al（1992）、Hill（1995）やAldridge and Rowley
（1998）の研究を紹介している（表4-2-1）。 
表 4-2-1先行研究における学生の大学生活満足度を測る要因 















































































































































門科目、専門語学、英語、少人数教育、一般共通科目』の順で寄与率が高かった（表 4-2-4）。   











表 4-2-7 教育力を構成する変数の平均値 
81 
 


















































 図 4-2-4支援力を構成する変数の平均値 
 










































































































表 4-2-13 通学形態による大学生活の知覚評価の平均値 
91 
 



























つぎに、退学の意向を目的変数として同様の分析を実施した（表 4-2-18, 表 4-2-19）。 
 
 
表 4-2-15 モデルの係数 
表 4-2-16 モデルの要約 
表 4-2-17 モデルの係数 
分散分析：p値<.001, F値 13.372, DF5 
分散分析：p値<.001, F値 7.004, DF5 



















第 3因子（設備環境）、第 4因子（大学とのつながり）、第 5因子（学生同士のつながり）と
表 4-2-19 モデルの係数 
表 4-2-20 モデルの要約 
表 4-2-21 モデルの係数 







表 4-2-22 撤退の意向の反応数 
 
注）撤退の意向の変数は（転学＋退学）÷2で作成したため、小数点以下一桁が示されている。 
表 4-2-23 撤退の意向と転学・退学のクロス表 
 
   
95 
 
 表 4-2-24 撤退の意向と転学・退学の相関関係 
 




















認する（表 4-2-26, 表 4-2-27, 表 4-2-28, 図 4-2-14）。 














力に対する知覚評価が低い学生でも、在学意向が高い学生の存在は Heskett et al.（1997, 2003）


































第 1節 航空サービスと機内サービス 
1.背景 
 米国では 1978年カーター政権下において航空規制緩和法（Airline Deregulation Act）が施行さ
れ、航空業界への参入の自由度が高まった。これによってアメリカ国内航空の路線開設や運賃














リーである L.C.C.（Low Cost Carrier）の伸長を促した。 
 サウスウエスト航空のビジネスモデルは徹底的に無駄を省くという戦略である。「同一機材で





を提供できている2」と指摘されている（Czaplewski, Andrew J., Ferguson Jeffery M. and Milliman 
                                                 
1
 昭和 45年閣議決定、昭和 47年大臣通達の内容で JAL, ANA, TDA各社の運航路線配分を決定した。 
2
 Czaplewski, Andrew J., Ferguson Jeffery M. and Milliman John F.（2001）, p.14-17. 
101 
 
John F., 2001）。 
 今後の航空会社のあり方は伝統的なサービスを提供し、より品質の高いサービスを求める顧
客を対象とする L.C.（legacy carrier）と単純なサービスに特化してより廉価でサービスを提供す
る L.C.C.（low cost carrier）に二極化するだろう。 
発展途上にある新興国マーケットを考えれば、東南アジア地域は最も有望な市場である。特
に東南アジア諸国連合（ASEAN）地域のマーケット規模は人口約 5億 9,791万人、GDP2兆 1,351
億米ドル、1人当たり GDP3,571米ドル、貿易額（輸出・輸入）2兆 4925億米ドル（World Bank, 



























れによれば航空サービスは輸送という無形要素（ intangible elements）に有形要素（tangible 
elements）が組み合わされた製品であるとしている。本論では航空会社の機内サービスを
Shostackの分子モデルにならって機内サービスの分子モデルを描く（図 5-1-1）。    
まず、サービスを提供する環境は利用者満足度を高める重要な要因である。SERVQUALの考
え方ではサービスの品質を測定する際に、5 つの次元を提唱している。それは、有形性
( Tangibility )、信頼性( Reliability )、反応性( Responsiveness )、確実性( Assurance )、共感( Empathy )
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年 6月から 8月の 3ヶ月であった。その結果、収集されたサンプルは約 2000件であったが、欠
損値のあるデーターをリストワイズで除去した結果、総有効サンプルは 1770件であった。説明
変数の測定尺度はリカート式で strongly positive（2）, positive（1）, neither positive nor negative
（0）, negative（-1）, strongly negative（-2）の 5段階尺度である。次に調査に使用した変数リス
ト（表 5-2-1）と分析の目的を示す。 




arc 機材 1B747, 2DC10
flr 路線 1バンコック, 2ハワイ, 3グアム
dep 出発地
1成田, 2関西, 3札幌, 4名古屋, 5広島, 6仙台, 7新潟, 11
バンコック, 12ホノルル, 13コナ, 14グアム
dct 出発時間帯
1   morning
2   late morning
3   noon
4   hi-noon
5   evening
arr 到着地
1成田, 2関西, 3札幌, 4名古屋, 5広島, 6仙台, 7新潟, 11
バンコック, 12ホノルル, 13コナ, 14グアム
rge 機内滞在時間
1   short
2   middle
3   long
age 年代
1   under29
2   30-39
3   40-49
4   50-59
5   over60
gnd 性別
1   male
2   female
frq 利用頻度
1   first
2   rare
3   often
4   very often
pps 利用目的
1   business
2   tour
3   others
cls 利用クラス
1   economy
2   executive
app みだしなみ好感度 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
exp 表情の明るさ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
wrm 接客態度の暖かさ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
plt 接客態度の丁寧さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
mnr 接客態度の良さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
tmg サービスのタイミングの良さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
csd 快適性への配慮 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
kid 要望・質問に対する親切さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
apt 要望・質問に対する的確さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
jpn 日本語 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
sat 座席 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
fcy 機内設備 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
ent 娯楽設備 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
cln 清潔さ ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
tmp 機内温度 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
drk 飲料 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
tst 食事の味 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
vlm 食事の量 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
mnu 食事内容 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
cmf 快適感 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
stf 満足度 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）
rpt 再利用志向 ・-2(strongly negative)～2（strongly positive）

























1   morning
2   late morning
3   noon
4   hi-noon
5   evening
rge 機内滞在時間
1   short
2   middle
3   long
age 年代
1   under29
2   30-39
3   40-49
4   50-59
5   over60
gnd 性別
1   male
2   female
frq 利用頻度
1   first
2   rare
3   often
4   very often
pps 利用目的
1   business
2   tour
3   others
cls 利用クラス
1   economy
























表 5-2-4 機内サービス変数の因子分析の結果 
 









ある出発時間の下段に記載されている数値は出発時間を表す。例えば 825 は 24 時間表示で 08







表 5-2-5 出発時間と出発時間帯の対応表 
 
















































の検定を実施した結果、食事の味では noonと eveningの間に p値.053という有意な差の傾向が








































しなみ好感度（F値 7.214, p値.001）』と『要望・質問に対する的確さ（F値 3.516, p値.030）』
に有意な差のあることが分かった（表 5-2-14, 図 5-2-5）。その後の検定では、みだしなみ好感
度と要望・質問に対する的確さに機内滞在時間の middleのカテゴリーを底として有意な差があ
った（表 5-2-15）。 



















（3）年代と性別（age and gnd） 
 年代のカテゴリーは 10歳きざみでカテゴリー化をおこなった。性別とのクロス表を示す（表
5-2-16）。次に年代・性別という分析軸を用いて、因子分析で得た,人的サービス、機内環境、食













































































一般的な考えとして under 29 の年代は機内サービスの経験が少ないと考えられ、一方 over 60
は最も経験のあるカテゴリーと考えることが出来る。 
しかし、両極に知覚評価の差がなく、その間の年代、特に 40-49（40歳から 49歳）を底とし












なった（表 5-2-24, 表 5-2-25）。 




































検定をおこなった（表 5-2-27, 表 5-2-28）。 
 

























その後の検定結果 2（表 5-2-28）から食事の味については、over60 とそれ以外の年代で有意
な差が示された。食事の量では over60 と under29、30-39、40-49 で有意な差があった。そして


















































人的サービスでは rareと voften、oftenと voftenの間に有意な差が示された。また機内環境では






















おこなったその後の検定結果を示す（表 5-2-35, 表 5-2-36, 表 5-2-37）。 
なお、利用頻度は前掲の『first（今回初めて）、『rare（めったに）』、『often（年 1-2回』、『voften
（それ以上）』という利用状況で分析している。 




表 5-2-36 サービスのタイミングの良さと快適性への配慮のその後の検定結果 
 
表 5-2-37 要望・質問に対する親切さと要望・質問に対する的確さのその後の検定結果 
 
接客態度の良さについては、oftenと voftenの間に有意な差が示された。また、日本語につい




サービスのタイミングの良さでは、often と first・voften の間に有意な差が示され、その評価
135 
 
は oftenが高い山型を示した。快適性の配慮でも oftenと voftenに有意な差があり、oftenの評価
が高かった。要望・質問に対する親切さと要望・質問に対する的確さでは rare と voften、often





















表 5-2-38 座席と清潔さの分散分析の結果 
 
 座席では often とそれ以外のカテゴリーで有意な差があり、often の知覚評価が他のカテゴリ
ーよりも高い結果であった。清潔さについては oftenと rareに差があり、やはり oftenの知覚評
価が高かった。 
この傾向は人的サービス要因にも見られ、oftenというカテゴリーに知覚評価バイアスが発生







                                                 
4
 Heskett et al.（1997）, pp.86-87. 
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5-2-40）。なお、その後の検定は有意な差のある因子についておこなった。（ 表 5-2-41）。 










表 5-2-41 利用目的による各因子のその後の検定結果 
 
 分散分析で有意な差のある、人的サービスと機内環境についてその後の検定をおこなった結
果、人的サービスでは businessと tour、businessと othersの間に有意な差が示された。また、機
内環境では businessと others、tourと othersの間に有意な差があった（表 5-2-41, 図 5-2-13）。 
 









人的サービスでは business が tourや othersと比較して厳しい評価をしている。また、機内環
境では business と tour が others と比較して厳しい評価をしていた。others の年代は分布の偏り
はなく、利用頻度は分布の偏りがあったので、利用目的と利用頻度の交互作用効果を見たとこ


























































































表 5-2-49 利用クラスによる人的サービスを構成する変数の検定 
 


























5-2-52, 図 5-2-19）。 



























































































                                                 
5
 Russell, J.A.（1980）, pp. 1161-1178.  
6
 Oliver（1993a）, pp. 65-85. 
7






費者行動の関係をテーマにした認知的不協和と満足の関連性（Sweeney et al., 1996）や認知的不
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5-3-2から、『firstと rare』対『often（年に 1-2回）、voften（それ以上）』の比率が 6:4である。  
このケースの散らばりは本節の分析に使用するサンプルとして妥当である。また、表 5-3-3
の利用目的においてもビジネス目的と観光目的は均等な状態であり分析に適している。 





















































































































































































きということ（表 5-3-26, 図 5-3-1）になるが、反応した度数分布（図 5-3-2, 図 5-3-3）から、



















注）rpt（再利用志向）における SP（2.0）は strongly positive, PS（1.0）は positive, NP（0）は neither positive 



















に寄与する人的サービスの要因は質的な違いが見られた（表 5-3-28, 表 5-3-29）。 
economy クラスでは、要望・質問に対する的確さが再利用志向を形成する要因として説明力
があり、executiveクラスでは、接客態度の良さという抽象概念が説明力を持っていた。 





表 5-3-29 executiveクラスで再利用志向に寄与する人的サービスの変数 
 
 





注）モデル適合度：R2乗.172（adjusted .167）, 分散分析の結果：F値 35.838, p値<.001 
 
注）モデル 1適合度：R2乗.128（adjusted .126）, 分散分析の結果：F値 63.218, p値<.001 
モデル 2適合度：R2乗.160（adjusted .156）, 分散分析の結果：F値 41.029, p値<.001 

































図 5-3-4  A Circumplex Model of Airlines Service Quality  
                
シンガポール航空が目指しているのは、STARであり、エアーアジア X は JESTER的な存在
を目指している。本邦の航空会社である JALや ANAは依然 LEGACYであり、新規参入の他社
は単なる L.C.C.的存在である。価格競争力ではエアーアジア X に到底及ばない。したがって
STAR や JESTER 的存在になるためには、運航コスト（人件費・燃油費）を大幅に削減できる
よう新興国に運航基地を移転するような根本的な経営改革が求められる。また、人的サービス
についても日本人のホスピタリティーが固有のものではなくなってきている。 




































第 6章 多様な知覚評価とサービス人材の育成 



























                                                 
1 Levitt, Theodore（1983）, pp. 92-102. 
2 Usunier and Lee（2011）, p.95. 































                                                 
4 Delener, N.（1994）, pp.36-53. 
































                                                 
7 日本ムスリム協会 http://jmaweb.net/free/qa/ 
8 文部省 学制百二十年史（1992） 
































                                                 







アメリカの Pew Researchによれば、2010 年度、上記各国のイスラーム教徒がその全人口に
占める割合は次の通りである。タイ 3,952,000 人 (5.8%)、シンガポール 721,000 人 (14.9%)、





















シア・イスラム開発庁（JAKIM：Jabatan Kemajuan Islam Malaysia）がハラール規格の審査を
おこない、ハラール産業開発公社（HDC : Halal Industry Development Corporation）がハラール





















月 6 日朝刊）」を始めとして、その後の報道では、「食品の虚偽表示、延べ 307 業者で確認、
業界団体による調査で虚偽表示は日本ホテル協会（東京）の加盟社 3 割超に当たる 84 ホテ
ル、日本百貨店協会（同）の加盟社 6 割超の 56 社で判明。各省庁が所管する業界団体を通
じて調査したところ、23 団体 307 業者で虚偽表示があった（日本経済新聞 12 月 9 日夕刊）」
と報じている。 











まだ食べられる食品が年 500 万～800 万トン捨てられており、抑制に取り組んでいます（日
本経済新聞 2014 年 4 月 15 日）」と説明した。 
 これらの問題は、すべて情報と知覚のバイアスの問題である。現代社会は情報の洪水のよ
























考える。演繹的なアプローチの研究例として、Asyraf Hj. Ab. Rahman et al.（2011）はクアラ
                                                 
12 中谷内（2008）, p.46. 































                                                 
14 Asyraf Hj. Ab. Rahman, Wan Ibrahim Wan Ahmad, Mohd Yusoff Mohamad and Zainab Ismail （2011）, 
pp.216-221. 
















図 6-3-1 Correspondence analysis of concerns and categories fig.2 cited Ireland, J.（2011）, p.281. 
 
 Low, S.P. and Tan, M.C.S.（1995）は、国際マーケティン戦略について、西洋と東洋におけ
る考え方の違い、信条、文化的価値観の差の理解が要求されるとし、Nakata, C. and Huang, Y. 
                                                 














活にとって最も重要なことは、1 日 5 回の礼拝と食事の問題である。この食生活でムスリム
は『豚肉や豚由来の加工品』を摂取することが出来ない。 
日本人の食生活は経済発展と共に洋風に変化していき、米・野菜・魚など使用した伝統的
な和食文化は衰退しつつある。これは 2013 年 12 月 4 日の国連教育科学文化機関（United 












                                                 
17 Nakata, C. and Huang, Y.（2005）, pp.611-618. 
18 Norhayati Zakaria and Asmat-Nizam Abdul-Talib（2010）, pp.51-62. 
19 マレーシア・インドネシア・ブルネイなどから訪日するイスラーム教徒。 




















これらのプロセスを通して、結果的に Heskett et al.（1997; 2003）のいう、サービスにおけ
る顧客ポートフォリオの『人質』的立場から自らを開放する気づきを得て、大学教育サービ
スの知覚評価に対して、ポジティブな Bias が発生する可能性を示唆する。 
第 4節 グローバル社会における大学の役割 









                                                 
































                                                 
































                                                 































                                                 


































                                                 
26 今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について, 中央教育審議会（2011）, p.1.  
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30 松繁（2013）, p.135. 
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プン・オンライン・コース MOOC（Massive Open Online Course）31」の無料性に着目してい
る。 


















高にクレームしない。これは第 3 章 2 節で論じた Debt Bias が働いているからであり、この
バイアスのお蔭で民間企業のサービス・セクターのような悩ましい問題から解放されている。 
Debt Bias で顧客のリテンションを維持できるのは専門性の高い分野である。つまり高度医












                                                 
32 土屋（2013）, pp.184-185. 
































































                                                 
34 本田（2005）, pp.23-24. 
35 向社会的行動を引き出す心理学的概念、利他的・自発的・内発的な 3つの概念を含むとされている。 
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図 6-5-3 Heskett et al.（2003）の顧客ポートフォリオ（著者改変） 
191 
 
図 6-5-2 から、在籍意向に対して、『そう思う・ややそう思う』と答えた学生は合計で 94
件であった。これは図 6-5-3 に位置する『hostages（人質）』である。この意図するところは、
大学から撤退（転学・退学）することはコストが非常に高く、教育力を低く知覚する消極的














第 1節 まとめ 
人的サービスの概念と定義 
サービスの特性として指摘されていること、「無体性( Intangibility )、多様性( Heterogeneity )、
生産と消費の同時性( Simultaneous production and consumption )、消滅性( Perishability ) 、共同生
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 Oliver（1993a）, pp. 65-85. 
3
 Taylor and Cronin（1994）, pp.52-69. 
4
 山本（1999）, p.98. 
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うな研究がある。例えば、認知的不協和と満足の関連性（Sweeney et al. 1996）や認知的不協和
とサービス品質知覚が及ぼす再購買行動（Donovan and Samler（1994）, Heskett et al.（1997）, 
Heskett et al.（2003）など）である。 
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 Ritzer（2003）, p.17. 
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10 マレーシア・インドネシア・ブルネイなどから訪日するイスラーム教徒。 
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